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石巻市の現状について 
 

第２章 

 

 

 

第１節 人口・世帯 

（１）人口・世帯（総数） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

総人口をみると、平成 22 年以降減少しており、平成 27 年の総人口は、148,968 人

と 150,000 人を下回っています。 

世帯数については、１世帯当たりの人数は平成 22 年以降減少していますが、世帯数は

平成 24 年以降増加し、平成 27 年は 60,412 世帯となっています。 

 

図表２－１ 総人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実数値 住民基本台帳（各年９月末現在） 

推計値 国立社会保障・人口問題研究所 

 

※推計値は、国立社会保障・人口問題研究所によるコーホート法に基づくものです。 

※平成２４年７月９日の住基法等の改正により、平成２４年分から外国人住民も 

住民基本台帳に加えられています。 
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（２）年齢別人口 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

総人口については、減少傾向が続いています。年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口

（15～64 歳）は大幅に減少する一方で、高齢人口（65 歳以上）は増加し、人口の少子

化と高齢化が進んでいます。 

図表２－２ 年齢別人口の推移 

年 次 

人口（人） 

総人口 

 

年少人口 

（０～14 歳） 

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

高齢人口 

（65 歳以上） 

平成 22 年 163,216 20,459 98,902 43,855 

平成 23 年 153,452 18,974 93,976 40,502 

平成 24 年 152,250 18,469 92,609 41,172 

平成 25 年 151,068 17,983 90,795 42,290 

平成 26 年 150,114 17,669 89,042 43,403 

平成 27 年 148,968 17,227 87,298 44,443 

資料：住民基本台帳（各年９月末現在） 

 

（３）人口動態（自然動態・社会動態） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

人口動態をみると、自然動態（出生・死亡）については、死亡者数が出生者数を上回り、

自然減が続いています。また、社会動態（転入・転出）についても、転出者が転入者を上

回り、社会減が続いています。 

ただし、転出者については平成 24 年以降わずかながら減少傾向であることがうかがえ

ます。 

図表２－３ 人口動態（自然動態・社会動態）の推移 

年 次 
自然動態（人） 社会動態（人） 

増減 
出生者数 死亡者数 増減 転入者数 転出者数 増減 

平成22年 1,100 1,957 △857 3,588 3,972 △384 △1,241 

平成23年 994 5,705 △4,711 3,586 9,014 △5,428 △10,139 

平成24年 1,040 1,781 △741 4,755 4,988 △233 △974 

平成25年 1,068 1,688 △620 4,441 4,795 △354 △974 

平成26年 976 1,746 △770 4,348 4,670 △322 △1,092 

平成27年 1,039 1,799 △760 4,191 4,507 △316 △1,076 

資料：住民基本台帳に基づく人口移動調査年報、人口動態総覧 
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（４）世帯状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

世帯状況の推移をみると、世帯数は震災の影響により一時減少しましたが、現在は震災

前の世帯数程度に回復しています。 

とくに、６５歳以上のひとり暮らし世帯数については、震災以前の世帯数よりも大幅に

増加しています。 

図表２－４ 世帯状況の推移 

年 次 

人口（世帯） 

世帯数 

 

65 歳以上の 

高齢者のいる 

世帯 

65 歳以上の高齢者のみの世帯 

ひとり暮らし世帯 ２人以上の世帯 

平成 21 年度 60,349 29,852 6,401 5,796 

平成 22 年度※ － － － － 

平成 23 年度 58,137 28,365 6,961 5,558 

平成 24 年度 58,578 28,830 7,217 5,894 

平成 25 年度 59,517 29,555 7,706 6,193 

平成 26 年度 59,952 30,035 8,055 6,560 

平成 27 年度 60,643 30,097 8,371 6,636 

資料：宮城県高齢者人口調査（各年度３月末現在） 

※平成 22 年度（平成 23 年 3 月末）は震災のためデータなし 
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第２節 地域で支援を必要とする人の動向 

地域にはさまざまな形で支援を必要とする人たちがいますが、その中から「子育て」「高

齢者」「障害のある人」「生活保護」「虐待関係」についての動向を検証します。 

 

（１）子育て ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①保育所・幼稚園（入所児童・園児） 

保育所数は、平成 27 年度で市立は 26 か所、私立は 15 か所となっています。入所児

童数については、平成 25 年度以降増加しており、平成 27 年度には 2,262 人となっていま

す。 

また、幼稚園数では、平成 27 年度に１か所減少し、14 か所となっています。在園者

数は平成 25 年度以降減少しており、平成 27 年では 1,353 人となっています。 

図表２－５ 保育所の概況 

区 分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

保育所数（か所） 40 40 39 38 40 41 

 市立 30 29 27 27 26 26 

私立 10 11 12 11 14 15 

入所児童数（人） 2,131 2,087 2,043 2,096 2,204 2,262 

 市立 1,652 1,627 1,457 1,483 1,411 1,378 

私立 479 460 586 613 793 884 

資料：石巻市（各年４月１日現在） 

図表２－６ 幼稚園の概況 

区 分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

幼稚園数（か所） 15 15 15 15 15 14 

在園者数（人） 1,692 1,421 1,538 1,522 1,436 1,353 

就園率※（％） 58.8 62.2 55.5 56.9 55.1 54.9 

資料：学校基本調査（各年５月１日現在） 

※就園率：幼稚園修了者数÷小学校１学年児童数 
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②小学校・中学校（校数、児童・生徒数）● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

小中学校数は、平成 27 年度で小学校は 36 校、中学校は 20 校となっています。 

児童・生徒数についても、小中学校ともに減少傾向にあり、平成 27 年度で小学生は

7,025 人、中学生は 4,031 人となっています。 

図表２－７ 小・中学校の概要 

区 分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

学校数（校） 

 小学校 43 43 42 39 38 36 

中学校 21 21 21 20 20 20 

児童・生徒数（人） 

 小学校 8,711  7,998  7,667  7,458  7,217  7,025 

中学校 4,604  4,354  4,253  4,128  4,129  4,031 

資料：学校基本調査（各年５月１日現在） 
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（２）高齢者（要支援・要介護認定者） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①高齢者人口と要支援・要介護者の状況 

介護保険の要支援・要介護認定者数は、平成 27 年で 8,672 人となっており、平成

22 年から 1,764 人増加しています。認定率においても、平成 22 年と比較すると、平

成 27 年は約 3.7 ポイント増加しています。 

要介護度別の状況をみると、平成 22 年では、要支援１が最も多い割合でしたが、平成

27 年では、要支援２が最も多い割合となっています。 

 

図表２－８ 高齢者人口と要支援・要介護認定者数の状況（６５歳以上対象） 

区 分 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

高齢者人口（人） 43,855  40,502  41,172  42,290  43,403  44,443 

認定者数（人） 6,908 6,880 7,663 7,737 8,355 8,672 

 

要支援１ 1,361 1,317 1,519 1,420 1,513 1,516 

要支援２ 971 1,008 1,236 1,374 1,534 1,597 

要介護１ 1,024 1,073 1,204 1,314 1,416 1,526 

要介護２ 908 935 1,006 1,138 1,193 1,339 

要介護３ 825 898 901 913 975 961 

要介護４ 1,013 1,001 1,054 990 1,052 1,067 

要介護５ 806 648 743 588 672 666 

認定率（％） 15.8 17.0 18.6 18.3 19.2 19.5 

資料：石巻市高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画（各年９月末現在） 

※認定率・・・高齢者人口に占める要支援・要介護認定者の割合 

 

<参 考> 40 歳から 64 歳までの要支援・要介護認定者数の状況 

区 分 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

認定者数（人） 260 269 273 255 239 213 

 

要支援１ 35 31 42 37 28 22 

要支援２ 58 68 63 60 67 65 

要介護１ 23 30 21 29 26 23 

要介護２ 42 33 40 50 41 31 

要介護３ 27 33 35 33 30 25 

要介護４ 39 39 37 23 22 21 

要介護５ 36 35 35 23 25 26 
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（３）障害のある人 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

障害のある人（手帳交付者）をみると、手帳交付者総数については、ほぼ横ばいとなっ

ています。障害種別でみると、知的障害者及び精神障害者が増加傾向であることがうかが

えます。とくに、精神障害者の増加率が顕著に表れています。 

図表２－９ 障害者手帳交付者数の状況 

区 分 平成22年度 平成 23年度 平成24年度 平成 25年度 平成26年度 平成 27年度 

手帳交付者総数（人） 7,955 7,751 7,643 7,766 7,938 8,002 

 

身体障害者（人） 6,273 6,031 5,890 5,946 6,040 5,979 

知的障害者（人） 1,056  1,069 1,065 1,098 1,119 1,165 

精神障害者（人） 626 651 688 722 779 858 

資料：石巻市（各年度４月１日現在） 

 

 

 

 

 

（４）生活保護  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

生活保護の動向について、震災の影響等により被保護世帯及び被保護人員ともに一時的

に減少となっています。しかし、平成 2５年度からは再び増加傾向に転じています。 

図表２－10 生活保護の推移 

区 分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

被保護世帯（世帯） 1,308 1,139 975 1,029 1,072 1,098 

被保護人員（人） 1,814 1,558 1,307 1,342 1,394 1,449 

保護率（‰） 11.13 10.12 8.62 8.95 9.36 9.84 

資料：石巻市（各年度３月末現在） 

※保護率＝保護受給人員÷人口×1,000（単位：‰＝パーミル、千分率） 
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（５）虐待関係 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

全国的に虐待事案の重症化・複合化が問題となる中、石巻市では、平成 25 年度に各種

虐待情報の共有及び対応の迅速化を図ることを目的として「虐待防止センター」を設置し、

それまで虐待防止の法律をそれぞれ所管する部署で対応していた体制を一新しました。 

各種虐待に対応する専門機関の設置により、さまざまな虐待情報が集約されるとともに、

関係機関とスムーズな情報共有を行い連携の強化が図られました。 

また、各種虐待に対応するスキルが平準化され、各種支援制度の横断的な活用による適

切な対応を迅速に行っています。 

このように、支援体制が強化されたことでケースワークに重点を置くことができ、訪問

指導や関係機関等からの情報収集を十分行い、虐待の重症化防止につなげることが可能と

なりました。 

平成 25 年度以降の各種相談件数等については、虐待防止センターで把握している相談

件数となります。 

 

 

①児童虐待 

図表２－11 児童虐待（相談件数） 

区分 平成 25年度 平成26年度 平成 27年度 

児童虐待相談件数（件） 243 352 225 

虐待種別（人） 81 53 68 

 

身体的（人） 39 21 29 

心理的（人） 14 11 10 

ネグレクト（人） 28 20 26 

性的（人） — 1 3 

その他・複合等（人） — — — 

資料：石巻市（各年度３月末現在） 
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②高齢者虐待 

      図表２－12 高齢者虐待（相談件数） 

区分 平成 25年度 平成26年度 平成 27年度 

養護者虐待相談件数（件） 51 53 46 

虐待種別（人） 50 50 37 

 

身体的（人） 34 32 28 

心理的（人） 10 7 1 

ネグレクト（人） 2 2 3 

経済的（人） 4 9 5 

性的（人） — — — 

資料：石巻市（各年度３月末現在） 

 

③障害者虐待 

図表 2－13 障害者虐待（相談件数） 

区分 平成 25年度 平成26年度 平成 27年度 

養護者虐待相談件数（件） 9 9 8 

虐待種別（人） 6 8 3 

 

身体的（人） 2 3 2 

心理的（人） 1 3 — 

ネグレクト（人） 3 1 — 

経済的（人） — — — 

性的（人） — — 1 

その他・複合等（人） — 1 — 

資料：石巻市（各年度３月末現在） 

 

④ドメスティック・バイオレンス（DV）関係 

図表２－14 DV 関係（相談件数） 

区分 平成 25年度 平成26年度 平成 27年度 

DV・女性相談件数（件） 65 54 30 

 
DV 相談（件） 36 35 23 

女性相談（件） 29 19 7 

資料：石巻市（各年度３月末現在） 

※女性相談とは、離婚や親権、家族関係（嫁・舅）等の相談を指しています。 
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第３節 アンケート調査結果からみる石巻市の地域福祉 

（１）自分らしく暮らせる地域について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①地域のつながり（市民の意見） 

近所付き合いの程度については、「挨拶する程度」の割合が 37.9％と最も高く、次いで「立

ち話をする程度」の割合が 34.5％、「親密に付き合っている」の割合が 17.2％となっていま

す。平成 24 年度調査と比較すると、全体的に近所付き合いの親密度が低下していることがう

かがえます。 

図表２－15 近所付き合いの程度 

 

 

 

 

 

近所付き合いの程度について年齢別にみると、年齢が低くなるにつれ親密さが薄くなる傾向

にあり、特に 20～29 歳では「ほとんど付き合いはない」の割合が 19％と、近所付き合い

が希薄になっています。 

図表２－16 近所付き合いの程度（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフの N は、「Number of case」の略取で、アンケート調査結果における各設問の母数、設問に対する

有効回答者数を意味するものです。 

親密に付き合っている 立ち話をする程度

挨拶する程度 ほとんど付き合いはない

その他 無回答

親密に付き合っている 立ち話をする程度

挨拶する程度 ほとんど付き合いはない

その他 無回答

N =

全　　体 953

２０～２９歳 58

３０～３９歳 110

４０～４９歳 99

５０～５９歳 146

６０～６４歳 107

６５～７４歳 239

７５歳以上 190

17.2

4.5

7.1

10.3

17.8

23.4

31.6

34.5

19.0

23.6

28.3

32.2

48.6

44.8

30.0

37.9

56.9

65.5

51.5

48.6

27.1

23.0

7.0

19.0

6.4

12.1

5.5

3.7

3.8

7.9

3.8

3.4

26.3

1.1

1.3

1.9

1.4

1.0

1.7

1.2

3.2

0.9

2.1

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

平成27年度調査 953

平成24年度調査 937 20.4

17.2

38.0

34.5

32.1

37.9

6.4

7.0

1.6

1.2

1.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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近所付き合いの程度について地域別にみると、親密さの程度には地域ごとにばらつきがみら

れます。 

図表２－17 近所付き合いの程度（地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域で起こるさまざまな問題に対して、住民同士の自主的な協力関係が必要だと思うかにつ

いて、「必要だと思う」の割合が 60％を超えています。 

図表２－18 住民同士の協力関係の必要性 

 

 

 

 

 

親密に付き合っている 立ち話をする程度

挨拶する程度 ほとんど付き合いはない

その他 無回答

N =

全　　体 953

蛇田地区 137

湊・渡波地区 132

稲井地区 40

荻浜地区 8

１～４以外の石巻地区 335

河北地区 70

雄勝地区 11

河南地区 123

桃生地区 52

北上地区 12

牡鹿地区 14

市外 10

17.2

15.3

12.1

15.0

37.5

10.7

30.0

36.4

30.9

23.1

25.0

28.6

34.5

27.0

35.6

35.0

50.0

35.8

42.9

45.5

34.1

26.9

58.3

28.6

30.0

37.9

46.0

41.7

37.5

12.5

42.7

21.4

18.2

26.8

42.3

16.7

21.4

40.0

7.0

9.5

8.3

7.5

7.5

3.8

21.4

30.0

5.0

3.3

2.9

1.9

2.4

0.9

1.5

0.7

1.2

1.9

2.4

2.9

2.4

0.8

1.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

953 66.9 10.3

1.5

17.8 3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要だと思う あまり必要だと思わない

必要だと思わない わからない

無回答



 

22 

②生きがい、健康づくり（市民の意見） 

趣味や特技等の生きがいの有無を性別・年齢別でみると、男性の 65 歳以上、女性の 75 歳

以上では生きがいが「ない」人が多く、それぞれ 20％以上を占めています。 

 

図表２－19 生きがいの有無（性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある わからない どちらともいえない

ない その他 無回答

N =

全　　体 953

男性　20～29歳 24

男性　30～39歳 48

男性　40～49歳 47

男性　50～59歳 67

男性　60～64歳 45

男性　65～74歳 116

男性　75歳以上 106

女性　20～29歳 34

女性　30～39歳 61

女性　40～49歳 51

女性　50～59歳 76

女性　60～64歳 62

女性　65～74歳 115

女性　75歳以上 78

54.9

70.8

56.3

63.8

61.2

68.9

51.7

53.8

67.6

59.0

49.0

50.0

56.5

52.2

41.0

5.5

8.3

6.3

10.6

6.0

11.8

4.9

9.8

10.5

3.8

19.3

12.5

25.0

12.8

16.4

17.8

14.7

12.3

17.6

18.0

27.5

23.7

24.2

23.5

21.8

16.9

8.3

8.3

12.8

17.9

11.1

22.4

24.5

18.0

13.7

14.5

11.3

17.4

25.6 5.1

4.7

2.6

6.5

1.9

2.2

3.0

2.9

2.6

1.3

2.8

1.7

2.1

1.5

2.6

1.7

1.6

3.4

1.5

2.1

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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ここ半年の間に、各分野に関する情報や知識を必要とした時があったかについて、高齢者

の福祉に関することと、保健や健康づくりに関することについては、「必要とした」の回答割

合が 15％以上となっています。 

図表２－20 各分野の情報・知識を必要としたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）支え合い・助け合いをつなぐ地域づくり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①地域での支え合いの意識（市民の意見） 

平成 27 年度調査では、地域で手助けを必要とする人に手助けをするかについては、「内容

にもよるが、できる範囲でしたい」が 60％以上、また、「すすんでしたい」と回答した人を

あわせると“手助けをしたい”人が 70％以上になっています。しかし、平成 24 年度調査と

比較すると“手助けをしたい”人は減少傾向であることがうかがえます。 

図表２－21 困った人への手助け 

 

 

 

 

 

 

 
すすんでしたい

なるべくしたいが、時間がない

その他

内容にもよるが、できる範囲でしたい

あまりしたくない

無回答

N =

平成27年度調査 953

平成24年度調査 937 11.2

6.8

61.1

62.1

17.2

16.5

3.2

6.8

4.5

5.1

2.8

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 953

（オ）地域の助け合いやボランティア
　　　活動に関すること

（ア）保育、子育て支援等、子どもの
　　　福祉に関すること

（イ）障害者の福祉に関すること

（ウ）保健や健康づくりに関すること

（エ）高齢者の福祉に関すること

11.9

11.2

16.4

19.3

8.6

62.2

64.6

59.2

59.1

65.5

25.9

24.1

24.4

21.6

25.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要とした 必要としなかった 無回答
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“手助けをしたい”人が行いたい手助けの内容については、「日常的な話し相手」や「日常

的な買物」が多く、日常生活への手助けが多くなっています。一方で、「特にない」という回

答も 20％以上になっています。 

図表２－22 手助けの内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域のさまざまな活動やボランティア活動（自発的な意志に基づいて行う社会活動や奉仕

活動）をしたことがあるかについては、「活動したことがない」の割合が 60％以上と最も高く、

次いで「以前、活動していた」の割合が 24.2％、「現在活動している」の割合が 11.1％とな

っています。 

図表２－23 地域活動・ボランティア活動への参加状況 

 

 

 

 

N = 953 ％

日常的な話し相手

日常的な買物

病院の薬の受け取りなどの用事

日常生活に関する悩みや不安の相談

急な外出時などの子どもの世話

食事づくりや洗濯、ゴミ出しなど

急な外出時などの高齢者や障がいのあ
る人の介助

子育てや教育などに関する相談

高齢者や障がいのある人の介助

病気の時の看病や世話

特にない

その他

無回答

42.6

28.6

25.0

21.0

13.6

13.1

8.0

7.9

6.9

5.6

22.2

4.4

4.6

0 10 20 30 40 50 60

N =

953 11.1 24.2 62.1 2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在活動している 以前、活動していた

活動したことがない 無回答
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地域活動をしている人がどのようなきっかけで地域活動を始めたかについては、「地域をよ

り住みやすいものにしたいから」が 38.6％、「社会や人のためになる活動がしたいから」が

29.7％と、地域や社会の人のために始めた人が多くなっています。 

図表２－24 地域活動のきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 337 ％

地域をより住みやすいものにしたいから

社会や人のためになる活動がしたいから

持ち回りの当番制となっていたから

友人に誘われたから

行政および社会福祉協議会の発行する公報
（県政だより、市報、社協だより）を見て

新たに友人・知人を得たいから

知識や技術を身につけたいから

新聞、テレビ等のマスコミの報道を見て

その他

無回答

38.6

29.7

19.3

14.8

8.0

5.9

2.4

0.9

11.6

9.2

0 10 20 30 40 50
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地域活動をしたことがない人の今後の地域活動の意向については、「活動したいとは思わな

い」が最も多くなっており、地域活動への参加意義を啓発する必要があります。 

図表２－25 今後してみたい地域活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②民生委員・児童委員の認知度（市民の意見） 

民生委員・児童委員の認知度については、「知っている」と「名前だけ知っている」を合わ

せるとが約 50％となりますが、45％以上の人は民生委員・児童委員について「知らない」

と回答しています。 

図表２－26 民生委員・児童委員の認知度 

 

 

 

 

 

知っている 名前だけ知っている 知らない 無回答

N = 592 ％

災害時の支援活動

地域での環境保全・美化活動

教育・文化・スポーツに関する活動

高齢者への支援

子育て支援

健康づくり・医療に関する活動

防犯・防災などの活動

障害者への支援

交通安全に関する活動

その他

活動したいとは思わない

無回答

18.6

15.4

13.0

12.5

11.7

10.1

9.5

7.1

4.1

8.8

24.3

10.3

0 10 20 30

N =

953 34.3 14.8 46.9 4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③地域の支え合いの機運（市民の意見） 

困ったときに地域で助け合う気風があるかについては、助け合う気風が“ある”と感じる

人（「全体的にあると思う」と「部分的にあると思う」の合計）が半数を超えています。 

図表２－27 地域で助け合う気風の有無 

 

 

 

 

 

高齢や病気によって、日常生活が不便になったときの相談相手については、「同居家族」「同

居家族以外の親族」が多く、地域の組織に相談する人は数％となっています。 

図表２－28 地域での問題解決にあたっての協力関係の必要度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体的にあると思う 部分的にあると思う あまりないと思う

全くないと思う わからない 無回答

N =

953 12.5 43.1 19.8 6.7 15.8 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N = 953 ％

同居家族

同居家族以外の親族

知人・友人

地域包括支援センター

市役所など

社会福祉協議会

民間有料サービス（ヘルパーなど）

民生委員・児童委員

近所の人

社会福祉法人等の民間事業者

町内会・自治会

NPO 等の民間活動団体

誰もいない・思いつかない

人には頼みたくない

その他

無回答

75.8

51.2

21.5

14.7

11.8

8.0

7.7

4.5

4.1

2.7

1.2

0.4

3.4

0.1

2.7

3.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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地域にある課題については、「地域の人たちのつきあい方」が 35.3％と最も高く、地域住

民との関わり方が問題となっています。また、「少子化・高齢化」、「子どもの遊び場づくり」、

「高齢者の社会参加や生きがいづくり」等、子どもや高齢者の問題も課題としてあがっていま

す。 

 

図表２－29 地域の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 953 ％

地域の人たちのつきあい方

少子化・高齢化

道路や住宅の整備

子どもの遊び場づくり

地域活動を行う人材不足

障がいのある人や高齢者が暮らしやすい
地域づくり

異なる世代との交流

高齢者の社会参加や生きがいづくり

医療について

在宅高齢者の介護、見守りや生活支援

雇用・労働環境

障がい者の生活支援

子どものしつけや教育、子育てに関する
支援

地域文化の伝承

ゴミ屋敷・空き家

母子家庭や父子家庭の支援

子どもや高齢者への虐待、配偶者への
暴力（ドメスティック・バイオレンス）

その他

無回答

35.3

27.5

26.7

22.8

22.6

21.7

20.9

19.4

17.9

16.2

10.8

8.8

8.4

8.3

6.9

5.6

3.1

6.7

9.2

0 10 20 30 40 50
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（３）適切な支援につなぐ地域づくり ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①福祉サービスを適切に利用する仕組みの認知度（市民の意見） 

地域包括支援センター※の認知度については、「名前も活動内容もよく知っている」が 20％

以上あるのに対し、「名前も活動の内容も知らない」が 30％以上となっています。 

民生委員・児童委員の認知度と同様、地域での支援組織の認知度は低いことがうかがえます。 

図表２－30 地域包括支援センターの認知度 

 

 

 

 

 

 

 

地域の課題を解決するために必要とした情報や知識については、（ア）保育、子育て支援等、

子どもの福祉に関すること、（ウ）保健や健康づくりに関することで「すぐに入手することが

できた」と回答した人の割合は 45％以上と高くなっています。一方、「入手することができな

かった」と回答した人が最も多かったのは（オ）地域の助け合いやボランティア活動に関する

ことで、約 30％となっています。 

 

図表２－31 地域の課題を解決するために必要とした情報や知識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名前も活動内容もよく知っている

名前は聞いたことがあるが、活動内容はよく知らない

名前も活動の内容も知らない

無回答

N =

953 24.2 35.4 31.2 9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N =

（ア）保育、子育て支援等、子
　　　どもの福祉に関すること

113

（イ）障害者の福祉に関する
　　　こと

107

（ウ）保健や健康づくりに関
　　　すること

156

（エ）高齢者の福祉に関する
　　　こと

184

（オ）地域の助け合いやボラン
　　　ティア活動に関すること

82

47.8

32.7

48.7

34.8

24.4

34.5

41.1

30.1

35.9

37.8

13.3

16.8

14.7

17.4

29.3

4.4

9.3

6.4

12.0

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すぐに入手することができた

時間がかかったが、入手することができた

入手することができなかった

無回答
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情報の入手方法については、「相談窓口」、「広報」の割合がそれぞれ 25％以上と最も高く、

次いで、「ホームページ」の割合が 15.8％となっています。 

 

図表２－32 情報の入手方法 

 

 

 

 

 

 

 

情報の入手方法について年齢別にみると、20～29 歳、30～39 歳で「ホームページ」が

最も高く、20～29 歳は 34.8％、30～39 歳は 37.8％となっています。65～74 歳では、

「広報」が最も高くなっており、75 歳以上になると「相談窓口」が最も高くなっています。 

 

図表２－33 情報の入手方法（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N =

297 25.9 25.9 15.8 19.2 13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談窓口 広報 ホームページ

その他 無回答

相談窓口 広報 ホームページ

その他 無回答

N =

２０～２９歳 23

３０～３９歳 45

４０～４９歳 28

５０～５９歳 48

６０～６４歳 40

６５～７４歳 67

７５歳以上 45 33.3

26.9

27.5

29.2

28.6

17.8

8.7

24.4

37.3

32.5

20.8

25.0

13.3

21.7

4.4

4.5

10.0

14.6

21.4

37.8

34.8

17.8

23.9

15.0

27.1

17.9

15.6

8.7

20.0

7.5

15.0

8.3

7.1

15.6

26.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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②地域での支援環境（市民の意見） 

日常生活で地域の人に手助けしてもらった（もらいたい）ことは、「特にない」の割合が 50％

を超えて最も高くなっており、次いで「日常的な話し相手」、「病気の時の看病や世話」の割合

が 10％を超えています。 

 

図表２－34 日常生活で地域の人に手助けしてもらった（もらいたい）こと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 953 ％

日常的な買物

日常的な話し相手

病院の薬の受け取りなどの
用事

食事づくりや洗濯、ゴミ出しな
ど

病気の時の看病や世話

急な外出時などの子どもの世
話

子育てや教育などに関する
相談

日常生活に関する悩みや不
安の相談

高齢者や障がいのある人の
介助

急な外出時などの高齢者や
障がいのある人の介助

特にない

その他

無回答

6.4

15.1

7.0

6.2

10.0

5.1

5.6

9.8

9.5

7.7

52.2

2.2

6.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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地域包括支援センター※の活動・支援で、今後、充実して欲しいものは、「認知症高齢者※と

家族の支援」の割合が 57.4％と最も高く、次いで「介護保険など福祉サービスの利用」の割

合が 55.5％、「高齢者の介護予防・健康教育」の割合が 47.6％となっています。 

図表２－35 地域包括支援センターの活動・支援で、今後、充実して欲しいもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N = 953 ％

高齢者の介護予防・健康教
育

介護保険など福祉サービス
の利用

高齢者虐待や消費者被害防
止

青年後見人制度の利用

認知症高齢者と家族の支援

特にない

その他

無回答

47.6

55.5

11.2

4.6

57.4

10.9

2.1

8.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

成年後見人制度の利用 
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③民生委員・児童委員の活動状況（民生委員・児童委員の意見） 

民生委員・児童委員として活動をしやすくするためには、どのようなことが必要だと感じて

いるかについて、「近隣住民の理解や協力」の割合が 39.2％と最も高く、次いで「地域住民

との協力、支援団体との連携が図りやすい体制の構築」、「町内会や自治会組織の支援と協力」

の割合が 35％を超えています。 

図表２－36 民生委員児童委員の活動に必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活困窮者自立支援制度※について、民生委員に認知度をたずねたところ、内容まで「知っ

ている」と回答した人は 50％未満と低くなっています。 

図表２－37 生活困窮者自立支援制度の認知度 

 

 

 

 

 

N = 293

％

支援の対象者やその家族等の
理解

近隣住民の理解や協力

地域住民との協力、支援団体との
連携が図りやすい体制の構築

地域での活動の中心となる人
材の育成

支援が必要な住民の現状の理
解

地域の団体の活動状況の理解

町内会や自治会組織の支援と
協力

住民の学習機会の充実

民生児童委員の知識の向上

福祉サービスの向上

市・専門相談機関との連携強
化

その他

無回答

23.5

39.2

36.5

18.1

23.5

4.8

36.2

6.1

20.1

10.6

25.3

0.7

7.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

知っている

名前は聞いたことがあるが、内容は知らない

知らない

無回答

N =

293 46.1 48.1 4.8 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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地域の中で困っている人や支援が必要な人を早期に発見し支援ができているかについては、

「できていると思う」、「まあまあできていると思う」を合わせた“できていると思う”の割合

が 60％を超えています。「あまりできていないと思う」「できていないと思う」を合わせた“で

きていないと思う”の割合が 30％以上となっています。 

図表２－38 地域で支援の必要な方に早期発見・早期支援ができているか 

 

 

 

 

 

 

地区住民からの相談ごとに対して主に連携、相談しているところの有無については、「ある」

の割合が 65％を超えています。 

図表２－39 相談ごとに対して主に連携、相談しているところの有無 

 

 

 

 

 

④福祉人材の育成（民生委員・児童委員の意見） 

地域福祉コーディネーター※に期待することについては、「地域住民による福祉活動の組織

化や活性化に向けた支援」の割合が 55.6％と最も高く、次いで「地域での見守り活動や相談」、

「公的サービスや専門機関との調整役」の割合が 45％以上となっています。 

図表２－40 地域福祉コーディネーターに期待すること 

 

 

 

 

 

 

 

N =

293 8.2 55.6 31.7

2.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できていると思う まあまあできていると思う

あまりできていないと思う できていないと思う

無回答

N =

293 66.6 24.2 9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

N = 293

％

地域での見守り活動や相談

公的サービスや専門機関との調整
役

地域住民による福祉活動の組織化
や活性化に向けた支援

その他

無回答

48.8

48.1

55.6

3.1

4.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100



35 

（４）安心をつなぐ地域づくり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①防災・防犯に関する地域の現状（市民の意見） 

住み慣れた地域で安心して暮らすために必要なものについて、「災害等が起きたときの地域

での支援体制」の割合が 70％と最も高く、次いで「防災・防犯活動などの日頃の協力」の割

合が 44.3％、「防犯灯などの整備」、「子どもや高齢者の見守り活動等」の割合が 35％以上と

なっています。 

図表２－41 住み慣れた地域で安心して暮らすために必要なもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時の避難所の認知度については、「知っている」人が大多数であるものの、「知らない」

人も 10％以上存在しており、一層の啓発が必要です。 

 

図表２－42 災害時避難所の認知度 

 

 

 

 

 
知っている 知らない 無回答

N = 953 ％

災害等が起きたときの地域で
の支援体制

防災・防犯活動などの日頃の
協力

リサイクル活動や環境保全・
美化活動

子どもや高齢者の見守り活
動等

ボランティア活動の充実（平
時・災害時含め）

高齢者世帯への日常生活の
支援

防犯灯などの整備

住民間の交流の場（イベント
等の開催）

住民向けの研修や講習会の
開催

その他

無回答

70.0

44.3

15.4

37.1

14.6

32.8

37.7

24.6

13.2

2.4

4.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

N =

953 86.0 11.3 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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災害ボランティア※への参加意向については、参加する人（「自分の住んでいる地域なら活

動する」、「市内なら活動する」と「どこでも活動する」の合計）が 75％以上となっており、

災害ボランティアへの参加意欲のある人が多くなっています。 

 

図表２－43 災害ボランティアへの参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自分の住んでいる地域なら活動する 市内なら活動する

どこでも活動する 活動はしない

無回答

N =

953 53.3 15.9 7.6 14.7 8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第４節 第２期計画の評価 

（１）基本目標１（自助） 自分らしく暮らせる地域づくり ● ● ● ● ● ● 

近所付き合いの満足度（現在）及び地域で支え合っていると感じる市民の割合について、平

成 24 年度より数値が減少しています。 
 

指標 評価手段 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

近所付き合いの満足度 （現在） アンケート 20.4％ － 27.8％ 17.2％ 

近所付き合いの満足度 （今後） アンケート 25.1％ － 31.0％ － 

地域活動（自治会行事等）の参

加割合 
アンケート － － 36.7％ 34.9％ 

地域で支え合っていると感じる

市民の割合 
アンケート 29.6％ － － 12.5％ 

趣味や特技等の生きがいを持っ

ている人の割合 
アンケート － － － 54.9％ 

 

 

（２）基本目標２（互助・共助） 支え合い・助け合いをつなぐ地域づくり 

市の職員が講師となって、集会所等を訪問して実施する保健福祉関係の出前講座、キャップ

ハンディ※等各種講座の開催回数は平成 24 年度と比較し、２倍近く増加しています。民生委

員・児童委員の認知度については、ほぼ横ばいとなっています。 

一方、地域で手助けが必要な人への支援については、平成 24 年に比べて減少傾向となって

います。 
 

指標 評価手段 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

保健福祉関係の出前講座、キャ

ップハンディ等各種講座の開

催回数  

実施回数 52回 56回 104回 98回 

地域で手助けが必要な人への

支援  
アンケート 11.2％ － 30.1％ 6.8％ 

地域活動やボランティア活動

に参加した人の割合  
アンケート 12.8％ － － 11.1％ 

民生委員児童委員の認知度 アンケート 32.0％ － 37.8％ 34.3％ 
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（３）基本目標３（公助） 適切な支援につなぐ地域づくり ● ● ● ● ● ● 

各相談窓口での相談件数については、平成 26 年度まで増加傾向にありましたが、平成 27

年度は一転して減少し、結果として平成 24 年度よりも相談件数が少なくなっています。 

一方、権利擁護事業※への契約者数については、増加傾向がうかがえます。 
 
 

指標 評価手段 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

各相談窓口での相談件数 延べ相談件数 17,097 件 15,166 件 18,865 件 13,984 件 

権利擁護事業への契約者数 件数 77 件 105 件 98 件 104 件 

 

（４）基本目標４（公助） 安心をつなぐ地域づくり  ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

福祉避難所※の協定締結状況、まちの保健室※の実施状況、地区活動拠点及びＮＰＯ団体支

援施設、ボランティア会員数、市民公益活動団体数については、平成 24 年度に比べ増加して

います。とくに、まちの保健室の実施状況では開催回数、延べ参加者数ともに大幅に増加して

います。 

 

指標 評価手段 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

災害時要援護への支援体制の構築 

 

避難行動要支援者※の登録

数 
登録者数 5,346 人 5,453 人 5,330 人 5,300 人 

避難行動要支援者避難支援

プランの作成件数 
－   

石巻市災害時

要援護者等支

援要綱を改正 

 

福祉避難所の協定締結施設数 施設数 
26 

（市内 17） 

27 

（市内 18） 

34 

（市内 25） 

36 

（市内 26） 

地域福祉を担う人材の育成と地域ケア体制の構築 

 

地域福祉コーディネーター(Ｃ

ＳＣ)の配置及び活動状況 
－ － 

研 修 、 連 絡 調

整、現状把握、

会議、連携強化 

CSCの配置、 

外部研修等 

CSC と市 担 当

者・支援団体の

連携、支援事業

等の強化、研修

等 

まちの保健室の実施状況 － 

２か所 

８回 

延 669 人 

２か所 

28回 

延 1,681 人 

3 か所 

47回 

延 2,340 人 

３か所 

48回 

延 2,736 人 

地区活動拠点数及び活動状

況（被災市民からのニーズ

対応） 

－ 
派遣 100 件 

656名 

派遣 22 件 

124名 

派遣 13 件 

76名 

派遣 350 件 

2,200名＊ 

ＮＰＯ団体支援施設の活動

状況（ＮＰＯ支援オフィス） 
来館者数 2,305 人 2,872 人 3,050 人 3,442 人 

ボランティア団体数 団体数 114団体 115団体 93団体 93団体 

ボランティア会員数 会員数 2,653 人 2,646 人 2,686 人 2,686 人 

市民公益活動団体数 団体数 96団体 108団体 122団体 130団体 
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第５節 石巻市にかかる課題 

（１）自分らしく暮らせる地域づくりの推進（１）自分らしく暮らせる地域づくりの推進（１）自分らしく暮らせる地域づくりの推進（１）自分らしく暮らせる地域づくりの推進    ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①①①①    地域活動の推進地域活動の推進地域活動の推進地域活動の推進    

地域福祉を推進するうえでは、市民一人ひとりが、それぞれの生きがいや自立について考え、

お互いを尊重しながら、ふれあう意識を持つとともに、人と人とのつながりを保ち、地域活動

につなげていくことが重要です。 

市民アンケート調査では、地域でもっと親密に付き合っていきたい人の割合が高まる一方で、

実際に地域と付き合いを持っている人の割合は低下傾向となっています。 

また、生きがいがない高齢者の割合が高くなっていることから、人と人、地域でのつながり

を強め、生きがいづくりの仲間が持てるように、住民が広く参加できるイベントや行事等、交

流機会の促進と活躍の場の提供を図ることが必要です。 

 

 

②②②②    介護予防や健康づくりの推進介護予防や健康づくりの推進介護予防や健康づくりの推進介護予防や健康づくりの推進    

市民アンケート調査、民生委員児童委員アンケート調査では、介護予防や健康づくり等の各

種教室やそれらに係る情報提供のニーズが高く、介護予防に対する取組が重要となっています。

また、石巻市では、要支援・要介護認定者数が増加し、認定率も上昇しています。 

市民一人ひとりが健康でいきいきと暮らせるように、誰もが気軽に介護予防や健康づくりを

学べる環境づくりが必要です。 
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（２）地域の支え合い（２）地域の支え合い（２）地域の支え合い（２）地域の支え合い・助け合いの推進・助け合いの推進・助け合いの推進・助け合いの推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①①①①    ボランティア活動の推進ボランティア活動の推進ボランティア活動の推進ボランティア活動の推進    

少子高齢化の進行、ひとり暮らし世帯の増加等の社会環境を背景に、地域の人間関係や家族

関係が希薄化し、地域から孤立してしまう人、あるいは高齢者や障害者、生活困窮者、ひとり

親家庭等、さまざまな困難を複合的に抱える人たちが増加しています。こうした問題に対して、

市民が協力して市民相互の連帯感を高め、お互いを思いやる心を持てるようなまちづくりを市

民が主役となって進めていくことが重要です。 

市民アンケート調査では、地域で困っている人にすすんで支援をしたい人、地域活動やボラ

ンティアに参加している人が減少傾向となっています。 

一方で、地域活動に参加している人の参加のきっかけとしては、「地域をより住みやすいも

のにしたいから」、「社会や人のためになる活動がしたいから」という意識を持っている人の割

合が高くなっています。 

今後も、地域や社会に貢献したい人が活動に参加しやすいよう、適切なボランティア団体へ

つながる基盤づくりを進め、多様なボランティア活動メニューの提供や支援とともに、地域で

お互いに支え合い、助け合う意識の高揚が必要です。 

 

②②②②    民生委員の活動支援民生委員の活動支援民生委員の活動支援民生委員の活動支援    

市民アンケート調査では、民生委員児童委員の認知度は向上していますが、約 30％にとど

まっています。民生委員児童委員アンケート調査では、民生委員児童委員と住民、地域の活動

団体等で連携して取り組んでいくことが求められており、民生委員と住民、関係団体間の交流

機会の確保等、地域におけるさまざまな主体の連携強化が必要です。 

 

③③③③    地地地地域の支え合いの機運の向上域の支え合いの機運の向上域の支え合いの機運の向上域の支え合いの機運の向上    

市民アンケート調査では、困っているときに助け合う

気風があると感じる割合は 50％を超えていますが、地

区によってばらつきがみられます。 

見守り、声かけ等の活動強化を図り、地域のコミュニ

ティの再生を支援することで、必要な支援を地域でお互

いに提供し合える人と人のつながりをつくり、市全体で

「地域の福祉力」を高めることが必要です。 
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（３）適切な支援につなぐ体制の構築（３）適切な支援につなぐ体制の構築（３）適切な支援につなぐ体制の構築（３）適切な支援につなぐ体制の構築 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①①①①    福祉サービスの適切な利用福祉サービスの適切な利用福祉サービスの適切な利用福祉サービスの適切な利用    

介護保険や障害福祉サービス等の提供は、市民が自らサービスを選択し、契約して利用する

制度となり、市民が福祉サービスを適切に選択し、利用するために必要な情報の充実が求めら

れています。また、権利擁護事業※等、自ら判断してサービスを選択・契約することが困難な

市民の権利を擁護する仕組みの充実と周知に取り組むことが必要です。 

福祉サービスを利用するうえでは、身近に相談する人がいない、あるいは自分で相談窓口ま

で行くことができない等さまざまな状況があります。誰もが安心して住み慣れた地域で暮らす

ことができるよう、身近なところで気軽に相談できる仕組みづくりが必要です。また、多様化

するニーズに沿ったサービスの充実とともに、困りごとや虐待被害等で支援を必要としながら、

福祉サービスの利用に結びついていない人のニーズを発見し、適切な支援につなげる仕組みづ

くりが必要です。 

市民アンケート調査では、地域の助け合いやボランティア活動に関する情報を、必要なとき

に入手することができなかったという人の割合が高くなっています。また、地域包括支援セン

ター※、生活困窮者自立支援制度※、地区の民生委員児童委員等、地域の福祉を担う制度や団

体等の認知度が低迷しています。 

こういった福祉等の情報の主な入手方法については、若年層ではホームページの利用割合が

高く、年齢とともに広報や直接窓口に出向く等の割合が高くなっており、年代間で差異が見ら

れます。 

今後も、多様化する媒体や機会を活用し、必要な人に必要な情報がわかりやすく伝わる情報

発信に努め、誰もが気軽に困りごとを相談できる体制を整えることが必要です。 
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②②②②    必要な人に適切な支援ができる環境づくり必要な人に適切な支援ができる環境づくり必要な人に適切な支援ができる環境づくり必要な人に適切な支援ができる環境づくり    

地域のつながり、団体間の連携を強め、相談しやすい窓口の充実を推進し、困りごとの解決

に取り組むことが必要です。 

市民アンケート調査では、手助けしてほしいことや充実してほしいこととして、「日常的な

話し相手」や「病院の薬の受け取り等の用事」「病気の時の看病や世話」、「認知症高齢者※と

家族の支援」「介護保険等福祉サービスの利用」等、多様なニーズが見て取れます。 

民生委員児童委員アンケート調査では、困っている方に早期発見・早期支援ができていない

と思う割合が 30％以上となっており、また、住民からの相談ごとに対して連携、相談してい

るところがない割合も 20％以上となっています。 

今後も、必要な人に適切な支援ができる環境づくりのため、多様なニーズに沿って、身近で

気軽に相談できる窓口の整備や各種サービスの充実、窓口・地域・サービス提供事業者等の連

携体制とその調整機能の整備、サービス提供事業者等の確保と育成が必要です。 

 

 

（４）安心をつなぐ地域づくり（４）安心をつなぐ地域づくり（４）安心をつなぐ地域づくり（４）安心をつなぐ地域づくり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●    

①①①①    災害時の支援体制の充実災害時の支援体制の充実災害時の支援体制の充実災害時の支援体制の充実    

石巻市では、災害が発生した時、または発生のおそれがある場合、一人で避難ができない、

もしくは情報が届きにくいひとり暮らしの高齢者や障害のある人を支援するため、希望者を対

象に避難行動要支援者※登録をお願いしています。 

避難行動要支援者登録者数は現在、約 5,000件以上となっています。 

今後も、避難行動要支援者制度について周知し、災害時の人的被害を最小限にとどめるため、

地域で活用していく仕組みづくりが必要です。 

「安心・安全のまちづくり」を推進するため、災害発生時における要配慮者（高齢者や障害

者等）の安否確認や避難誘導を迅速に行うため、町内会や自主防災組織、行政区等による「支

援体制づくり」を推進することが必要です。 
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②②②②    地域活動への参加につなげるきっかけづくり地域活動への参加につなげるきっかけづくり地域活動への参加につなげるきっかけづくり地域活動への参加につなげるきっかけづくり    

地域がいつまでも住み続けたい場所であるためには、地域住民の協力のもと、地域の安全を

守るという考え方に立った取組が求められます。 

市民アンケート調査では、実際に地域活動に参加するきっかけとして、「地域をより住みや

すいものにしたいから」の割合が高くなっています。 

今後も、地域住民の力で地域を守る意識の醸成と、地域活動への参加につなげるきっかけづ

くりが必要です。 

 

 

③③③③    必必必必要な医療の提供要な医療の提供要な医療の提供要な医療の提供    

限りある医療資源の中で、市民が安心して暮らせる地域づくりを実現するためには、保健活

動等を通じて必要な医療の提供へつなぐことが重要です。 

石巻市の標準化死亡比※をみると、男性の脳血管疾患、女性の悪性新生物、心疾患で全国を

大きく上回っており、今後は医療・福祉関係者の顔の見える関係づくり等、地域の医療と福祉

の連携を推進する必要があります。保健活動を通した疾病や障害等の早期発見や、地域医療と

広域圏の高度医療を提供する機関との連携を図る等の、保健福祉と医療の充実と連携の推進が

必要です。 

 

 

④④④④    人材の育成人材の育成人材の育成人材の育成    

市民の今後の生活の安心のためにもさまざまな困りごとが起こった時や支えを必要として

いる方に対して、的確に関係機関等につなぎ、解決に導ける人材として、地域福祉コーディネ

ーター※等の育成が必要とされています。 

民生委員児童委員アンケート調査では、「地域住民による福祉活動の組織化や活性化に向け

た支援」「地域での見守り活動や相談」「公的サービスや専門機関との調整役」等の役割が地域

福祉コーディネーターに期待されています。 

石巻市では、地域において困りごとを抱えた人の支援を行う人材の充実を図るために、地域

福祉コーディネーターをはじめ、保健福祉人材を育成しています。 

今後も、地域の福祉活動の活性化や組織化、多様なニーズに沿った支援を提供するための調

整機能を果たす人材育成の推進が必要です。 


